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平成１９年４月、国において、地方分権改革推進法に基づく「地方分権改革推進委員会」が設置され、昨年５

月には、基礎自治体への権限移譲と自由度の拡大として、基礎自治体への権限移譲を行うべき事務約３６０項目

が提示された第１次勧告が行われました。

また、大阪府では、本年３月、「大阪発“地方分権改革”ビジョン」を策定し、住民に身近な公共サービス

は基礎自治体である市町村が担うべきという「市町村優先の徹底」の考え方を提案するとともに、当面の取組

み目標として、府内全市町村に特例市並みの事務権限を移譲することを掲げています。

今後、府がビジョンで示したような大幅な事務移譲を進めていくためには、人的・財政的な支援措置を含

め、これまでにない新たな仕組みの導入が必要不可欠であることから、本協議会では、数回にわたる協議を重

ね、さらなる事務移譲を進める方策について、基本的な考え方をとりまとめました。その概要は以下のとおり

です。

なお、大阪府においては、このとりまとめを踏まえ、平成２１年度に新たな事務移譲制度を具体的に設計して

いく予定です。

【移譲対象事務と進め方】

○ 平成２２年度からの概ね３年間で、府内全市町村（政令市･中核市･特例市を除く）に「特例市並みの事務

権限」を移譲すべき〔１０２事務・新規移譲は約１,３００条項〕

○ 移譲対象とする事務は、市町村の規模等で差をつけるべきでないが、移譲の進め方については、各市町

村の実情に十分配慮することが必要

【移譲を進めるための新たな仕組み】

１　財政措置

○　現行制度の検証と改善

・ 現在、移譲された事務の処理に要する経費については、府の事業費をもとに、市町村における処理

件数に応じて算出した交付金が交付されているが、その現行の算定方法について改善を検討すること

・ その際には、客観的指標に基づく算定方法や、処理件数にかかわりなく必要となる固定的経費を措

置する方法など、実態に即した手法の導入を検討すべき

○　新たな財政支援の仕組み

短期間に大幅な事務の受け入れに向け、市町村においては、組織体制の整備や人材育成などの費用

が集中的に発生

⇒ 市町村の事務権限受け入れに取り組む意欲を高めるために、受け入れる事務の数や難易度等に着目

し、期限を設けて、財政面で支援していく仕組みを導入すべき

「大阪発“地方分権改革”の推進に向けて」をとりまとめ
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２　人的支援

○ 従来の人的支援手法（府職員の派遣、市町村職員研修生の受け入れ）について、派遣期間など実施手

法の弾力化を検討すべき〔現行：原則２年･人件費市町村負担〕

○ 加えて、市町村との人事交流や市町村サポートチーム（仮称）による支援、府ＯＢ職員の活用など、

新たな人的支援策を導入すべき

３　合併や広域的な連携の推進

自主的な市町村合併の推進をはじめ、市町村間での事務の委託や、既存の一部事務組合を活用した広域

的な連携による事務処理体制の整備を検討すべき

【計画的な事務移譲の推進】

○ 府と市町村が共同で、市町村ごとの『権限移譲実施計画』（仮称）を策定し、これに基づいて計画的に

移譲を進めるべき

○ 計画の策定時や事務引継ぎ時はもちろん、事務移譲後も、府は市町村をサポートしていくことが必要

平成１９年４月から、「地方分権改革推進法」に基づき、内閣府に「地方分権改革推進委員会」が設置されて

います。この委員会は、同法に基づき、内閣総理大臣から任命された７名の委員で組織され、内閣総理大臣に

対し、地方分権改革推進計画の作成のための具体的な指針を勧告すること及び必要に応じて地方分権改革の推

進に関する重要事項について意見を述べるという２つの役割を担っています。

同委員会において、平成１９年５月に「基本的な考え方」が、平成１９年１１月には「中間的な取りまとめ」が

示されました。これらを踏まえ、平成２０年５月には、『第１次勧告　～生活者の視点に立つ「地方政府」の確

立～』と題し、「国と地方の役割分担の基本的な考え方」や、「重点行政分野の抜本的見直し」、「基礎自治体へ

の権限移譲と自由度の拡大」などについて取りまとめが行われました。

地方分権改革推進委員会の動き

第７１回地方分権改革推進委員会　会議資料
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また、同年１２月には、『第２次勧告　～「地方政府」の確立に向けた地方の役割と自主性の拡大～』が公表

され、「義務付け・枠付けの見直し」、「国の出先機関の見直し」などについて、勧告がなされました。

さらに、今年秋頃を目途に、税財源の国から地方への移譲も含めたさらなる勧告が委員会から出される予定

です。（平成２１年５月２０日現在、委員会の開催は８４回を数える）

【地方分権改革推進委員会のホームページ】

ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｃａｏ.ｇｏ.ｊｐ/ｂｕｎｋｅｎ-ｋａｉｋａｋｕ/ｉｉｎｋａｉ/ｉｉｎｋａｉ-ｉｎｄｅｘ.ｈｔｍｌ

大阪府では、市町村に対する権限移譲、府補助金の交付金化などの分権と、関西広域連合の早期実現や関西

各府県および国からの事業集約などによる関西州の実現に向け、目指すべき将来像と、その実現のための取り

組む方向を示すため、平成２１年３月に、『大阪発“地方分権改革”ビジョン』を策定しました。

大阪府から市町村への権限移譲については、平成２１年度に財政支援・人的支援の検討・調整を行い、新たな

地方分権制度の構築に向けて取り組みます。

なお、移譲対象事務は、現在の特例市が持つ事務や地方分権改革推進委員会の第１次勧告に盛り込まれた事

務等で、平成２２年度～２４年度にかけて市町村への移譲を進める予定です。

「大阪発“地方分権改革”ビジョン」について
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大阪版地方分権推進制度に基づき、平成２０年４月２日から平成２１年４月１日の間に行われた事務移譲は、下

記のとおりです。

事　務　移　譲　の　状　況
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